






































その関係を Penn world tables（Version9）：（PWT 9）のデータを使用して、


































































にした welfare―relevant TFP（WTFP）を推定している（Basu et al. 2012; 
Feenstra et al. 2015b）。このWTFPは、消費、政府支出と投資支出の合計で
あり、GDPから純輸出（輸出―輸入）を控除した付加価値に基づき TFPを
推定している。すなわち、付加価値として国内のアブソープションを用いて




（Feenstra et al .2015b; 3167）。
　現在価格 currentの TFPは、2005 年の USドルで計り（不変価格が 2005
政治的変動が全要素生産性に与える影響に関する実証研究（矢﨑）
─ 57 ─
年の USドルである）、各国の各年を USドル価格＝ 1として測っている。
すなわち、CTFPは current―price real TFPである。不変価格 constantの
TFPは、すべての国の価格を 2005 年の USドルで計っている。すなわち、
RTFPNAは constant―price real TFPである。前者は特定の年における各国
間の比較に適しており、後者は各国間や時系列の比較に適している
（Feenstra 2015b; Table1）。
　本研究の分析手順は、第一に、PWT9 の 4 つの TFP指標と実質 GDP成長
率の関係を検証した。第二に、1950 年から 2016 年までの 4つの TFPの変
動をグラフ（図 1）で表し変動の特徴を検証した。その結果、CTFPと
CWTFPには、変動の差異がほとんど見られないため、政治的変動の従属変
数としては、CTFP, RTFPNA, 及び RWTPNAの 3つに絞り選択した。第三
に、タイの政治的変動について、アジア経済研究所の『アジア動向年報』及





































とができない産出量の変化である （Syverson 2011: 330）」。

























currentの TFPより常に高く、その変動には 1968 年と 1997 年の 2つの転換
期が見られる。その期間の政治的状況は以下の通りである。（図 1を参照）
1950 年～1968 年：














は、現在価格 currentの TFPについては、図 1から解る通り、CTFPと
CWTFPの 2つの変動に差異がほとんどないため、CTFPのみを選択した。
また不変価格 constantの TFPについては 2つの変動が異なるため RTFPNA
と RWTFPNAの両方を従属変数の対象とした。表 1から CTFPと CWTFP
及び RWTFPNAは実質 GDP成長率と正の相関があることが確認できた。ま
た、RTFPNAと RWTFPNA及び CTFPと CWTFPはそれぞれ密接な関係が




表 1 　実質 GDP 成長率と TFP 指標の相関係数
（PWT 9 のデータ）





















注： Feenstra et al （2015a; 2015b） に基づき TFPを分類。
　　括弧内は P値であり、aは 1％、bは 5％、cは 10％で有意である。
CTFP : current price TFP （USA  value＝1 in all years）。
CWTFP: current price welfare relevant TFP （USA value＝1 in all years）。
RTFPNA: constant price real TFP （2005 value＝1 for all countries）。




　タイでは、1950 年から 2016 年までにクーデタが 9回発生しており、総選
挙が 18 回実施されている。その時期は以下の通りである。
クーデタ発生年度：
1951 年、1957 年、1958 年、1971 年、1976 年、1977 年、1991 年、2006 年、
2014 年
総選挙実施年度：
1952 年、1957 年 2 月及び 12 月、1959 年、1975 年、1976 年、1979 年、1983
年、1986 年、1988 年、1991 年 3 月 及 び 9月、1995 年、1996 年、2001 年、
2005 年、2007 年、2011 年。
　タイでは、1947 年以降、軍と王堂派との抗争、または軍内部の権力闘争
が存在した。1958 年から 1973 年までは軍事政権の時期であった。1973 年に
軍事政権が崩壊して民主化へ向かったが、1976 年と 1977 年にクーデタが発
生し、非民選首相と民選議会が共存する体制になった。これは 1988 年に民
選政権が樹立されるまで続いた。その後発生した 1991 年、2006 年、2014 年
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表 2　タイの政治的変動一覧（1950 年～1965 年）
year milia democrcya 政治的変動
1950 1 0
1951 1 0 1951 年 11 月 29 日ビン・チュウハワン陸軍大将によるクーデタ（成功）。ビブン政権
成立。12 月 6 日シャム暫定統治憲章の適用に関する勅令。
1952 1 0 1952 年 3 月 8 日タイ王国憲法発布。1951 年 12 月と 1952 年 3 月の憲法改正のため





1957 1 0 1957 年 9 月 16 日サリット・タナラット元帥によるクーデタ（成功）。12 月 15 日第 1
種議員の総選挙。9月 18 日タイ王国憲法の適用に関する布告。
1958 1 0 1958 年 1 月 1 日タノム内閣成立。10 月 20 日タノム首相辞任。サリット元帥の革命団
によるクーデタ。現行憲法廃止。内閣と議会の解散。









1968 1 0 1968 年 6 月 20 日新憲法公布。
1969 0 1 1969 年 2 月下院総選挙。3月 11 日タノム内閣成立。
1970 0 1
1971 1 0 1971 年 11 月 17 日タノム・キティカチョン元帥によるクーデタ（成功）。1968 年憲法
の廃止。上院下院内閣解散。
1972 1 0 1972 年 12 月 15 日暫定憲法発布。12 月 19 日タノム内閣再成立。
1973 1 0 1973 年 10 月 16 日サンヤー内閣成立。（10 月 13 日、14 日、15 日学生決起）
1974 1 0 1974 年 5 月 21 日第 2次サンヤー内閣成立。1974 年 10 月 7 日憲法公布。
1975 0 1 1975 年 1 月 26 日下院総選挙。2月 21 日セーニー内閣成立。即崩壊。3月 17 日クク
リット連立内閣成立。
1976 1 0 1976 年 10 月 6 日サガット・チャローユー海軍大将によるクーデタ（成功）。10 月 22
日ターニン内閣成立。1974 年憲法の廃止。10 月 22 日 1976 年憲法発布。
1977 1 0 1977 年 3 月 26 日プラサート・タマシリ陸軍大将、チャラート・ヒランシリ陸軍大将
によるクーデタ（未遂）。1977 年 10 月 20 日サガット・チャローユー海軍大将及びク
リアンサック・チョマナン陸軍大将によるクーデタ（成功）。11 月 21 日クリアンサ
ック内閣成立。1976 年憲法廃止。11 月 9 日暫定憲法公布。
1978 1 0 1978 年 12 月 22 日 1978 年憲法公布。
政治的変動が全要素生産性に与える影響に関する実証研究（矢﨑）
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year milia democrcya 政治的変動
1979 0 1 1979 年 4 月 22 日下院総選挙。5月 24 日第二次クリアンサック内閣成立。
1980 0 1 1980 年 2 月 11 日クリアンサック首相辞任、3月 14 日第１次プレーム内閣成立。




1983 0 1 1983 年 4 月 18 日下院総選挙。5月第 4次プレーム内閣成立。
1984 0 1
1985 0 1 1985 年 9 月 9 日サーム・ナチコン陸軍大将、マヌーン・ループカチョン陸軍大佐他
によるクーデタ（未遂）。1985 年 7 月 22 日憲法改正（下院議員選挙に関する改正）
国民の代表者を選ぶ選挙制度の改正は、国民経済に影響を与える。
1986 0 1 1986 年下院総選挙。8月 11 日第 5次プレーム内閣成立。
1987 0 1
1988 0 1 1988 年下院総選挙。8月 10 日チャートチャーイ内閣成立。
1989 0 1 1989 年 7 月 26 日憲法改正（国会議長に関する改正）、法律（政策）の決定の方法に
は影響を与えない。
1990 0 1
1991 1 0 1991 年 2 月 23 日スントン・コンソムボン陸軍大将他３名の首謀者によるクーデタ
（成功）。3月 2日アナン官僚内閣成立。1978 年憲法廃止。3月１日暫定憲法公布。12
月 9 日 1991 年憲法発布。
1992 0 1 1992 年 3 月下院総選挙。1992 年 4 月スチンダー陸軍司令官が首相に就任。5月 24 日
辞任。6月 10 日アナン選挙管理内閣制立。1992 年 6 月 30 日憲法改正（国会議長に関
する改正）。9月 12 日（首相の資格）議長の資格の変更。1992 年 9 月 13 日に総選挙。
1992 年 9 月チュワン政権成立。
1993 0 1
1994 0 1
1995 0 1 1995 年 7 月総選挙。バンハーン内閣発足。
1996 0 1 1996 年 2 月 28 日第 2次政権発足。5月 28 日第 3次政権発足。1996 年 9 月 91 年憲法
第 211 条改正。1996 年 11 月 17 日総選挙。1996 年 11 月チャリワット政権成立。
1997 0 1 1997 年 11 月 6 日チャリワット首相辞任。1997 年 11 月 14 日チュワン政権誕生。1997
年 9 月 27 日新憲法発布。
1998 0 1 1998 年 10 月 5 日内閣改造。
1999 0 1 1999 年憲法付属法が複数 1999 年の国会で成立した。それらはいずれも政治・行政改
革を目的とした内容であった。
2000 0 1




2005 0 1 2005 年 2 月 6 日下院総選挙。タクシン政権 2期目。
2006 1 0 2006 年 9 月 19 日ソンティ・ブーンヤラットカリン陸軍司令官によるクーデタ（成
功）。9月 30 日スラユット内閣成立。2006 年 10 月 1 日暫定憲法公布。
2007 0 1 2007 年 8 月 19 日新憲法制定。2007 年 12 月 23 日総選挙実施。サマック内閣成立。
2008 0 1 2008 年 9 月 9 日サマック首相違憲判決により退任。9月 24 日ソムチャイ内閣発足。



























year milia democrcya 政治的変動
2012 0 1
2013 0 1
2014 1 0 2014 年 5 月 22 日プラユット陸軍司令官によるクーデタ（成功）。5月 22 日 2007 年憲




























　TFPt＝ α＋βD1t＋ 0.5 ＋βD2t＋ 0.5 ＋βD3t＋ 0.5 ＋βD4t＋ 0.5 ＋
βD5t＋ 0.5 ＋ Et
5．実証分析結果































　タイでは 1950 年から 2016 年までの 66 年間でクーデタが 9回発生し、総






表 3 　TFP と政治的変動・グローバル化率の回帰係数（RTFPNA）
モデル モデル 1 a モデル 2 a モデル 3 a
従属変数 RTFPNA RTFPNA RTFPNA



























































































注 1 ：上段の（　）内は t値であり、aは 1％、bは 5％、Cは 10％で有意である。
注 2：下段の（　　）内は P値である。
注 3：標本期間（1950 年～2016 年）
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表 4 　TFP と政治的変動・グローバル化率の回帰係数（RWTFPNA）
モデル モデル 1 b モデル 2 b モデル 3 b
従属変数 RWTFPNA RWTFPNA RWTPNA



























































































注 1 ：上段の（　）内は t値であり、aは 1％、bは 5％、Cは 10％で有意である。
注 2：下段の（　）　内は P値である。













表 5 　TFP と政治的変動・グローバル化率の回帰係数（CTFP）
モデル モデル 1 c モデル 2 c モデル 3 c
従属変数 CTFP CTFP CTFP



























































































注 1 ：上段の（　）内は t値であり、aは 1％、bは 5％、cは 10％で有意である。
注 2：下段の（　）内は P値である。













数（0,1,または 2） を該当の項目に表示したのが次の資料 1の付表である。
ダミー変数 Dは、政治的変動が起こらない年のダミー変数の値を 0とし、
起こった年を 1とした。ただし同じ年に複数の政治的変動が起こった場合に
は、ダミー変数の値は 2としている。また、資料 1．では、発生した期に TFP
への影響が表れるケース、及び発生した期の前半の 1月から 6月までに発生










year curdetea poltransa consreva milia democrcya curdetea poltransa consreva milia democrcya curdetea poltransa consreva
1950 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0
1951 1 1 1 1 0 0 0 0 1 0 11 11 12
1952 0 0 1 1 0 1 1 2 1 0 3
1953 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0
1954 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0
1955 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0
1956 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0
1957 1 1 0 1 0 0 0 0 1 0 9 9
1958 1 1 1 1 0 1 2 1 1 0 10 1,10 1
1959 0 0 1 1 0 1 1 1 1 0 1
1960 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0
1961 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0
1962 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0
1963 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0
1964 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0
1965 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0
1966 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0
1967 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0
1968 0 0 1 1 0 0 0 1 1 0 6
1969 0 1 0 0 1 0 1 0 1 0 3
1970 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1
1971 1 1 1 1 0 0 0 0 0 1 11 11 11
1972 0 1 1 1 0 1 1 1 1 0 12 12
1973 0 1 0 1 0 0 1 1 1 0 10
1974 0 1 1 1 0 0 2 0 1 0 5 10
1975 0 1 0 0 1 0 2 1 1 0 2,3 0
1976 1 1 1 1 0 0 0 0 0 1 10 10 10
1977 1 1 0 1 0 2 1 1 1 0 3,10 11
1978 0 0 1 1 0 0 1 0 1 0 12
1979 0 0 0 0 1 0 0 1 1 0
1980 0 1 0 0 1 0 1 0 0 1 3
1981 1 0 0 0 1 1 0 0 0 1 4
1982 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1
1983 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1
1984 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1
1985 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 9 7
1986 0 0 0 0 1 1 0 1 0 1
1987 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1
1988 0 1 0 0 1 0 0 0 0 1 8
1989 0 0 1 0 1 0 1 0 0 1 7
1990 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1
1991 1 1 1 1 0 1 1 0 0 1 2 3 12
1992 0 1 0 0 1 0 2 0 1 0 4,6,9 6
1993 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1
1994 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1
1995 0 1 0 0 1 0 0 0 0 1 7
1996 0 1 1 0 1 0 1 0 0 1 11 9
1997 0 1 1 0 1 0 1 1 0 1 11 9
1998 0 0 0 0 1 0 1 1 0 1
1999 0 0 1 0 1 0 0 1 0 1 3,4,8,10,11
政治的変動が全要素生産性に与える影響に関する実証研究（矢﨑）
─ 74 ─
資料 2．発展会計による TFP の計測（2010）
　Charles I Jones（2015）は発展会計においては、国毎の所得格差の要因を
資本と労働と TFPに分解して関数形を特定化しており、資本分配率を 1/3





資本の水準は 1人当たり GDPの高い国ほど高い。第三に、TFPの水準は 1
人当たり GDPの水準が高い国ほど高く、その格差は人的資本の格差より大




year curdetea poltransa consreva milia democrcya curdetea poltransa consreva milia democrcya curdetea poltransa consreva
2000 0 0 0 0 1 0 0 1 0 1
2001 0 1 0 0 1 0 1 0 0 1 1
2002 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1
2003 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1
2004 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1
2005 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1
2006 1 1 1 1 0 0 0 0 1 1 9 9 10
2007 0 1 1 0 1 1 1 1 0 0 12 8
2008 0 1 0 0 1 0 1 1 0 1 9,12
2009 0 0 0 0 1 0 2 0 0 1
2010 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1
2011 0 1 1 0 1 0 0 1 0 1 8 3
2012 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1
2013 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1
2014 1 1 1 1 0 1 0 0 0 1 5 8 7
2015 0 0 0 1 0 0 1 1 1 0
2016 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0
注： 1．クーデタは成功及び失敗共に計上。
　　 2．同じ政権で 2 期以上の場合は政権交代でなきため不計上。









きい。第四に、TFPが GDPに与える影響度は 1人当たり GDPが低い国ほ
ど高い。









米国 1.000 1.000 1.000 1.000 ―
香港 0.854 1.086 0.833 0.944 48.9％
シンガポール 0.845 1.105 0.764 1.001 45.8％
フランス 0.790 1.184 0.840 0.795 55.6％
ドイツ 0.740 1.078 0.918 0.748 57.0％
英国 0.733 1.015 0.780 0.925 46.1％
日本 0.683 1.218 0.903 0.620 63.9％
韓国 0.598 1.146 0.925 0.564 65.3％
アルゼンチン 0.376 1.109 0.779 0.435 66.5％
メキシコ 0.338 0.931 0.760 0.477 59.7％
ボツワナ 0.236 1.034 0.786 0.291 73.7％
南アフリカ 0.225 0.877 0.731 0.351 64.6％
ブラジル 0.183 1.084 0.676 0.250 74.5％
タイ 0.154 1.125 0.667 0.206 78.5％
チリ 0.136 1.137 0.713 0.168 82.9％
インドネシア 0.096 1.014 0.575 0.165 77.9％
インド 0.096 0.827 0.533 0.217 67.0％
ケニア 0.037 0.819 0.618 0.073 87.3％
マラウイ 0.021 1.107 0.507 0.038 93.6％
134ヶ国平均 0.194 0.978 0.694 0.286 64.3％
1 /134 ケ国平均 5.146 1.022 1.440 3.496 70.4％
出典： Charles I. Jones（2015）“The Facts of Economic Growth” Hand Book of Macroeconomics 
Vol.2A、49 頁より転載。




1）　1950 年を起点とした理由は、PWT 9 で入手可能なデータを基にしたためである。
2）　グローバル化率は次式で定義される指標であり、Pen9 の 1950～2016 年のデータを
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